物性研究所短期研究会「新たな物性研究体制の構築」
共同研究所について – 外部からの意見要望について
　　　　新潟大学　大学院自然科学研究科　後藤輝孝

はじめに

　日本の経済は世界のナンバーワンと言われるまでに成長し，経済大国としての絶頂期を経験し，1992年のバブル経済の崩壊に至った。これ以後，日本は産業技術だけではなく基礎研究の分野でも欧米に肩を並べるようになり，独創性に基づく国際研究競争に参入できるようになった。1996年になり科学技術基本法が制定され，競争的研究資金の飛躍的増加によって基礎研究をめぐる環境も飛躍的に改善されてきたと言える。実験装置を入手できない貧困の状況は次第に改善されてきた。日本の研究環境が全体として貧困であった時代から，2005年度からは国立大学法人が発足し，大学独自の取り組みによる研究環境の改善が進行している現在とでは，総国分寺としての物性研究所の役割も変化してきていると考えられる。

新潟大学物質量子科学研究センター

　次に，地方大学の一つであるである新潟大学の物性研究の状況にも触れたい。2000年に日本学術会議日本学術会議物理学研究連絡員会から出された対外報告「物性研究拠点整備計画の具体化に向けて」において，物性研究所は「総国分寺」として位置づけられた。新潟大学も全国18物性研究拠点すなわち「国分寺」として位置づけられたことは，新潟大学おけるその後の拠点整備の重要な指針となった。 2002年度補正予算によって懸案のヘリウム液化機の設置が認められ，2004年には法人化した新潟大学独自の判断に基づき学内設置した物質量子科学研究センターにおいて，液体ヘリウムの安定供給体制を確立した。これによって新潟大学での物性研究が大きく加速されたと実感している。たとえば，低温超音波計測によるシリコン結晶中の原子空孔の観測，水素吸蔵合金を用いた水素センサーの開発など物性研究が基礎となった貴重な成果が生まれて来ている。もちろん十分とは言えないまでも，地域の大学での物性研究拠点の整備は進んでいると言える。

物性研究所への要望

　物性研究所は物性研究コミュ二ティーの「総国分寺」としての役割が期待されている。物性実験の立場からは，卓越した物性実験を推進する拠点としての物性研究所を望みたい。物性研究は元来小さいグループでの個性的な研究が基本となっている。この意味で，全国の大学・地域での研究拠点の整備が重要であり，そこで生まれた独創的な研究成果や新しいアイデアを物性研究所の卓越した研究設備の共同利用に繋げることが是非とも必要である。具体的には強磁場，高圧，超低温などの多重極限の実験や原子炉を用いた中性子散乱などの実験が考えられる。物性研究所の実験設備は，現時点でも世界の第一級の水準であるが，今後とも世界トップ水準の実験を遂行するには，困難な道ではあるが開発研究を進める必要があろう。美しい物理を語るエレガントな論文も極めて重要な成果であるが，独創的な実験手法の開発研究の論文も正当に評価する必要がある。もう一つ重要であるのは，物性研究所が全国物性研究コミュ二ティーの総国分寺として中心的な位置にあり続けることを望みたい。個性的独創的な研究を推進するのは人的交流が不可欠であり，これまで作り上げてきた共同利用，客員研究員，短期研究会，滞在型など全国共同利用体制をさらに発展させることが望まれる。

